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要約 

 本稿では，私立大学生保護者への質問紙を対象とし，父母の意識格差を捕捉してゆく。質問紙

に回答した者が父親である場合を父親回答者，母親である場合を母親回答者とし世帯年収，学歴，

職業といった回答者の社会的属性に着眼した分析を行った。 

単純集計の結果から，父親回答者がより高い割合で「保護者負担ルール」を支持する傾向と，

母親回答者の３割が「子ども負担ルール」を肯定する傾向があきらかとなった。また世帯年収・

学歴・職業との関連をクロス表によって解析したところ「保護者負担ルール」を支持するのは富

裕層，大学卒業以上，専門職・管理職の父親回答者により多いことが，「子ども負担ルール」を支

持するのは非富裕層，高校卒業以下，非専業主婦の母親回答者に多いことなどがあきらかとなっ

た。 

両親のデータを同時投入した因子分析の結果からは，「就職志向」「関係性志向」「投資感覚」「大

学経験重視」の４因子が導出された。このうち父親回答者集団と母親回答者集団の因子得点平均

に有意差が認められたのは「投資感覚」因子であり，有意に母親回答者集団のほうが高かった。

また因子得点に対しクラスター分析を用い，父親保護者集団，母親保護者集団のそれぞれのグル

ープ内でスポンサー類型を析出した。このスポンサー類型に対し父親回答者集団，母親回答者集

団の社会的属性(世帯年収・学歴・職業)の顕著な影響は見られない。このことは，保護者の教育

費意識やスポンサータイプに対する子ども属性(性別，大学ランク，きょうだい数等)の影響を示

唆するものである。 

 

 

１．問題設定 

 

 本稿の目的は，国際的にみても高額の教育費負

担を強いられている日本の保護者，とりわけ授業

料水準の高い私立大学に子どもを通学させている

保護者が，いかなる意識や動機にもとづき教育費

投入を行っているのかを分析することにある。 

 本稿では，以下の点を中心に分析を行う。(1)私

立大学生保護者への質問紙調査を対象に，回答者

が父親の場合(以下，父親回答者)と，母親の場合(以

下，母親回答者)によって教育費に関する意識に差

異を生じるのかどうか，とくに教育費負担形態（保

護者負担ルールか，子ども負担ルールか）を中心

とした分析を行う。(2)父親回答者や母親回答者じ

しんの親としての社会的属性(世帯年収・学歴・職

業)が，教育費への意識とくに教育費負担形態につ

いてのインパクト要因となっているのかどうかを

前半部の分析であきらかにする。後半部の分析で

は，父親回答者集団と母親回答者集団のそれぞれ

の教育費に関する意識（以下，教育費意識）につ
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いての質問事項を中心に(3)因子分析を用いて，父

親回答者と母親回答者がそれぞれいかなる関心を

もって私立大学生への教育費投入を行っているの

かという教育費投入意識の解明を行う。また教育

費投入意識に対し保護者じしんの社会的属性がイ

ンパクトを与えているのかどうかを検証する。 

 

２．分析に用いたデータとその特殊性 

 

2.1 調査の概要 

本稿で用いるデータの詳細は以下の通りである1。 

関東以北に所在する６つの私立大学の2003年３月

卒業生保護者に対し，保護者本人もしくは学生を

経由した直接配布法による質問紙配布を行い，郵

送により回収した。大学ランクは，上位校２校と

中位校２校，中下位校２校である。 

回収された447サンプルのうち，回答者として学

生の「父」にあたると回答したものが163，「母」

と回答したものが268であった。 

回収率は19.2%と社会調査の標準的な回収率と

される30%を下まわっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 調査データの特殊性：富裕層，高学歴， 

家計イニシアチブを持つ保護者 

 回収率が19.2%と低いことにより，この質問紙調

査データが特殊性を有する可能性があることに留

意する必要がある。 

 質問紙は「大学生の保護者からみた教育サービ

スと費用負担に関する調査」と題したもので，大

学イメージ，教育内容等に関する満足度のほかに，

入学金や授業料の費用準備の手段，大学の費用負

担ルールの実態（保護者負担か，子ども負担か），

教育費に関する考え方，世帯年収や就業形態等の，

ふみ込んだ設問を相当数設定している。 

 こうした内容の調査に回答した19.2%の保護者

は，教育費負担に対し何らかの規範や価値観を持

ち合わせている「意識の高い保護者」か，世帯年

収・職業や教育費に対する意識を問われてもそれ

ほど逡巡なく回答できる「富裕層」である可能性

が高い。 

 

(1)富裕層 

 じっさい，世帯年収を問うた設問において，各

階級への所属割合が50%に近づくように二分位を

行った場合，世帯年収1000万円以上か以下かで分

類される2。しかも，世帯年収1000万円以上に所属

する世帯のほうが53.5%と多い。これは今回のサン

プル集団の世帯年収平均が1000万円を超えている

可能性を示唆する。 

 平成14年度学生生活調査に示された私立昼間部

大学生データでは，家庭の年間収入額897万円以上

の第Ⅳ・第Ⅴ分位に所属するのは，私立大学生の

40.7%である3。今回のサンプルは世帯年収1000万

円以上世帯だけで53.5%と，学生生活調査のサンプ

ル集団と比較しても世帯年収が高いことが分か

る。 

また首都圏の57私立大学の教職員組合によって

組織される東京地区私立大学教職員組合連合の調

査によれば，私立大学生の税込み世帯年収は「2002

年度以降，1000万円を割り込んでおり」，平成14

年調査の首都圏私立大学生家庭の平均税込年収は

949万1000円である4。今回の回答者層の過半数は

年収1000万円以上世帯であり，平均年収は1000万

円以上となる。やはり今回の調査データには，私

立大学生保護者のなかでも比較的「富裕層」が多

く含まれることを示唆する。 

 

 

 

 

 

(2)高学歴 

 また，保護者の学歴も全体として高いといえる。

保護者学歴を問うた質問では，父親回答者の70.7%

が４年制大学の卒業生であり，母親の57.1%が短

大・４年生大学の卒業生であることが判明してい

る。 

父親回答者の過半数の生年は1947～1951年(94

名163名中,57.7%)に，母親回答者の過半数の生年

は1950～1954年(147名中268名,54.9%)となってい

る。父親の過半数が18才であった1965～1969年と，

母親の過半数が18才であった1968～1972年時点で

の進学率を『学校基本調査報告書』を用いて確認

してみる5。『学校基本調査』の「浪人を含む」進

学率を確認していく。男子の場合1965年の４年制

大学進学率を示す「大学(学部)への進学率(浪人を

私立大学・社会科学系学部の2003年3月卒業生の保護者

協力校：6校

協力校の所在地：関東以北

郵送法、直接配布法

時期：2003年3月～5月

回収率：19.2%

回収数：447

父 163名(36.5%)・母268名(60.0%)・(N.A.16名/3.6%)

世帯年収(2分位) 度数 %

年収1000万円未満 198 46.5

年収1000万円以上 228 53.5

合計 426 100.0
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含む)」は20.7%，1969年では24.7%であった。女子

の短大・４大進学率を示す「大学(学部)・短期大

学（本科）への進学率(浪人を含む)」は1968年に

14.4%であったものが1972年には35.7%となってい

る。 

今回の調査データの父親回答者の４大卒業率

は，世帯年収1000万円未満でも56.9%，母親回答者

の短大・４大卒業率も世帯年収1000万円未満でも

37.8%と『学校基本調査』と比較して高い傾向にあ

る。世帯年収1000万円以上の場合には，父親回答

者の84.6%と母親回答者の73.0%が高等教育経験者

であり，今回のサンプル集団が高学歴層であるこ

とを裏付ける。 

保護者自らが大学経験を持つことにより，そう

でない保護者よりも子どもの大学経験に対するポ

ジティブな認識が高まる傾向が示唆されており

（米澤・白川 2004,17-19頁），教育費に関しても

同様の傾向がみとめられる可能性が高い。世帯年

収，学歴といった保護者属性と教育費に対する意

識との関連は本稿4節での検討の対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 
※世帯年収未回答のサンプルがあるために回答者全

体と世帯年収2分位の合計は一致しない。 

 

(3)家計イニシアチブをもつ保護者 

 今回用いた調査は，１学生に１枚ずつ配布され

たものである。すなわち各家庭において，父か母

か，いずれか１名が調査に回答するという形式を

採用した。ゆえに各家庭で調査に回答したものは，

教育費や家計全体においてイニシアチブを持つ保

護者である可能性が高い点にも留意する必要があ

る。 

 ただし，こうした調査データの特殊性をふまえ

たうえで分析を行うことも，私立大学生保護者の

教育費投入意識や動機の理解にとって有益なもの

と考えられる。富裕層/非富裕層，大卒以上/高卒

以上といったカテゴリ区分での保護者の意識に注

目する場合，有効性を持つデータと考えられるか

らである。 

 

３．教育費負担形態および教育費意識の父母によ

る格差―単純集計を通じた把握― 

 まず単純集計をつうじて，教育費負担形態およ

び教育費に関する意識（教育費意識）の父親回答

者と母親回答者による差異と共通点を確認してい

く。 

 

3.1 教育費負担形態に関する父母の意識格差 

 図表3.1は，教育費負担に関する質問項目につい

て，父親回答者と母親回答者の回答傾向について

分析したものである。質問は，「大学の費用負担に

関する次のような意見に対してあなたはどのよう

にお考えになりますか」であり，４件法（とても

そう思う４点，ややそう思う３点，あまりそう思

わない２点，そう思わない１点）で得点化を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)父親がより高い割合で「保護者負担ルール」支持 

 ６つの質問項目のうち，父親回答者の平均得点

が，母親回答者の平均得点をうわまわっているの

は，「大学卒業までの学費・生活費は親が負担する

のが当然だ」という１項目のみである。父親回答

者の79.9%と母親回答者の71.3%が，この質問項目

に対し肯定的回答（とてもそう思う＋ややそう思

う）を行っているが，ｔ検定の結果，父親回答者

のほうが有意に平均値が高いことが判明する。 

 保護者が子どもの大学までの生活費や学費負担

の面倒をみる「保護者負担ルール」は，父親回答

者，母親回答者ともに７割を超える割合で支持さ

れているが，父親回答者のほうがより高い割合で

「保護者負担ルール」を支持する傾向にあるとい

える。 

 

(2)母親の３割は「子ども負担ルール」を支持 

 母親回答者は，「奨学金やローンでまかない本人

（子ども）が就職してから返すべきだ」，「親が学

費を出すが，子どもは就職してから返すべきだ」

という２つの質問項目で特徴的な傾向を示す。 

 この２つの質問項目では父親回答者の肯定的回

答率がそれぞれ19.4%，16.5%と２割未満であるの

肯定的回
答率(そう
思う＋やや
そう思
う,%)

平均 SD N

肯定的回
答率(そう
思う＋やや
そう思
う,%)

平均 SD N  ｔ検定  F検定

大学卒業までの学費・生
活費は親が負担するのが
当然だ 79.9 3.038 0.787 159 71.3 2.854 0.810 261 **

学費は親が出すのが当
然だが、生活費は子ども
がある程度負担すべきだ 51.7 2.503 0.878 155 54.8 2.553 0.887 257 *

奨学金やローンでまかな
い、本人（子ども）が就
職してから返すべきだ 19.4 1.774 0.879 155 29.6 2.032 0.936 254 ***

親が学費を出すが、子ど
もは就職してから返すべ
きだ 16.5 1.829 0.779 152 30.5 2.120 0.905 259 *** **

奨学金やローンでまかな
い、親が返すべきだ

13.7 1.575 0.856 153 13.7 1.648 0.797 247

子どもが自分で負担すべ
きだ

5.2 1.412 0.591 153 7.8 1.523 0.662 256 *

*10%水準で有意

図表3.1

検定
父 母

**5%水準で有意

***1%水準で有意

世帯年収(2分位) 4大以上卒業率(%) N

年収1000万円未満 56.9 65

年収1000万円以上 84.6 78

父親回答者全体 70.7 147

世帯年収(2分位) 短大・4大以上卒業率(%) N

年収1000万円未満 37.8 98

年収1000万円以上 73.0 122

母親回答者全体 57.1 224
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に対し，母親回答者は29.6%,30.5%と３割程度が支

持している。また平均値も母親回答者のほうが有

意に高い。 

 親は一時的に大学の学費や生活費を立て替える

が，将来的には子どもが返すべき，という「子ど

も負担ルール」を支持するものは，母親集団の３

割程度存在することが確認できる。 

 

(3)生活費の部分的「子ども負担ルール」は父母の

過半数が支持，完全「子ども負担ルール」を支持

するものは1割未満 

 父親回答者，母親回答者ともに過半数が肯定的

回答を行っていたのは，「学費は親が出すべきだ

が，生活費は子どもがある程度負担すべきだ」（父

親回答者51.7%,母親回答者54.8%）であった。 

 「子どもが負担すべきだ」という完全「子ども

負担ルール」を支持する保護者は１割未満（父親

回答者5.2%,母親回答者7.8%）しか存在しない。 

 

3.2 教育費意識に関する父母格差 

 図表3.2は，教育費に対する意識を問うた質問項

目に対する，父親回答者と母親回答者の回答傾向

について分析したものである。質問は「次のよう

な意見がありますが，あなたはどのようにお考え

になりますか」であり，４件法（とてもそう思う

４点，ややそう思う３点，あまりそう思わない２

点，そう思わない１点）で得点化を行った。 

 これらの質問項目への回答傾向からは，父親回

答者については明確な特徴が読み取れない。父親

回答者の平均値が統計的に有意に母親回答者を上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まわるのは，「いずれ子どもの世話になるのだから

大学の学費ぐらい出すべきだ」に対しての回答で

ある。父親回答者のほうが有意に平均値が高いが

7.8%の肯定的回答率にすぎない。 

 全体として母親のほうが肯定的回答率が高く，

また特徴的な傾向を示す。 

 

(1)「子どもが望むこと」という考え方は父親・母

親ともに支持しているが，母親でより高い傾向 

 父親回答者，母親回答者ともに，肯定的回答率

が90%を超えた質問項目は，「子どもが望むことだ

から大学に進学させる」である。さらにｔ検定の

結果，母親回答者のほうが平均値が高いことが確

認できる。 

 

(2)「本人が勉強してくれないと学費が無駄にな

る」と考える母親は父親より15ポイント多い 

 母親回答者の77.2%，父親回答者の62.8%が「本

人が勉強してくれないと学費が無駄になる」に肯

定的回答を行った。母親回答者のほうが15ポイン

ト以上父親回答者を上まわっており，またｔ検定

の結果，平均値も有意に母親回答者のほうが高い。 

 「大学を卒業すると子どもの将来の投資になる」

への肯定的回答率も，母親回答者の49.2%に対し父

親回答者の41.7%と，やはり母親回答者が7.5ポイ

ント高く，ｔ検定も有意となっている。ほかにも

「勉強してくれないと学費が無駄」，「大学を卒業

すると子どもの将来の投資になる」など，子ども

の学費や学歴を投資として考える者は母親に多い

ことがわかる。 

 

４．教育費負担形態と年収・学歴・職業 

 

4.1 父親回答者，母親回答者の世帯年収・学歴・

職業属性 

 さて，本稿の目的の主要な分析の１つが，世帯

年収や学歴，職業といった保護者じしんの社会的

属性が，教育費負担形態(保護者負担ルール/子ど

も負担ルール)にインパクトをもたらしているの

か？ということにある。 

 

(1)年収 

 まず，父親回答者，母親回答者別に世帯年収，

学歴，職業等の属性について確認してゆく。なお

これ以降，世帯年収については２分位ではなく，

世帯年収３分位データを用いる。回答者のうち世

帯年収上位1/3を「富裕層」，下位1/3を「非富裕

層」として経済階層のインパクトを検討してゆく

肯定的回
答率(そう
思う＋やや
そう思

平均 SD N

肯定的回
答率(そう
思う＋やや
そう思

平均 SD N  ｔ検定  F検定

子どもが望むことだから
大学に進学させる

90.1 3.414 0.736 162 95.5 3.617 0.648 264 *** ***

大学で4年過ごすこと自

体が人生経験として貴重
だ 87 3.373 0.850 161 92.4 3.458 0.680 264 ***

大学へ行っても本人がよ
く勉強するかどうかはわ
からない 75.3 2.926 0.860 162 79.5 2.989 0.831 263

本人が勉強してくれない
と学費が無駄になる

62.8 2.708 1.035 161 77.2 3.053 0.876 263 *** ***

大学に行けばそれなりの
実力がつく

60.6 2.656 0.911 160 60.5 2.641 0.789 262 **

大学に行かないと子ども
が就職の際に困る

50 2.377 0.926 162 50.7 2.383 0.987 264

高卒で不満足な就職をす
るぐらいなら大学へ行っ
たほうがいい 42.5 2.225 0.990 160 42.5 2.299 1.049 264

この大学を卒業すると子
どもの将来の投資になる

41.7 2.266 0.913 158 49.2 2.485 0.847 258 **

今時、普通の子ならば大
学へ行くのは当たり前だ

32.7 2.049 0.951 162 27 1.947 0.872 263

大学進学は、本人に能
力があることの証明にな
る 32.3 2.006 0.848 161 33.5 2.190 0.875 263 **

子どもを大学へ行かせる
ために苦労するのは親の
喜びだ 29.8 1.994 0.884 161 29.6 2.042 0.890 264

子どもを大学に行かせる
のは遺産相続の一種のよ
うなものだ 19.2 1.698 0.835 162 21.3 1.745 0.929 263

大学に行けないと思われ
ると世間体が悪い

19.2 1.840 0.787 162 17.5 1.782 0.775 262

この大学に行けば他の人
からうらやましがられる

12.1 1.694 0.713 157 14.8 1.764 0.795 258

いずれ子どもの世話にな
るのだから大学の学費ぐ
らい出すべきだ 7.5 1.547 0.632 161 4.1 1.424 0.612 264 *

***1%水準で有意

**5%水準で有意

*10%水準で有意

図表3.2

父 母
検定
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ためである。世帯年収３分位については父母をあ

わせたサンプル集団全体を対象に，各階級への所

属割合が30%に近くなるように分類を行った。 

父親回答者の30.4%と母親回答者の31.3%が世帯

年収800万円未満の「非富裕層」に，また世帯年収

1200万円以上の「富裕層」には父親回答者の32.3%，

母親回答者の30.8%が所属する。 

 

 

 

 

 

 (2)学歴 

さて次に保護者学歴を確認していこう。父親回

答者のなかで4年生大学卒業以上の学歴を持つも

のは70.7%，母親回答者では57.14%であった。今回

の場合，家計イニシアチブを持っている保護者が

回答した可能性が高いが，有効回答全体に占める

父学歴および母学歴割合と，回答者属性が父親か

母親かという質問事項との間にとくに関連性は見

られない。簡単にいえば，今回のサンプル集団の

場合，質問紙に回答する程度には家庭のなかで権

威や主導性を持っている父親だけ（母親だけ）に，

とくに学歴が高い者が多いとか低い者が多いとか

いうわけではないことを意味する。 

 

 

 

 

 

 

 

 (3)職業 

 職業に関しては，父親回答者が専門・管理職か

どうか否か，母親回答者が専業主婦か否かで類別

を行った6。父親回答者の60%が自らの職業を専門

的職業（医師，弁護士，教師，技術者等）もしく

は管理的職業（企業・官公庁における課長職以上）

と回答している。また，母親のうち「無職」と回

答したものを専業主婦とみなすと，母親回答者の

うち35.6%が専業主婦となる。 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 教育費負担形態と世帯年収・学歴・職業 

 図表4.2は，教育費負担形態に関する質問項目と

父親回答者または母親回答者の諸属性(世帯年

収・学歴・職業)についてクロス表分析を行い，カ

イ二乗検定で有意差が認められた項目（太字）に

ついてあらわしたものである7。 

父親回答者について，世帯年収・学歴・職業格

差が認められたのは，「大学卒業までの学費・生活

費は親が負担するのが当然だ」という保護者負担

ルールを支持する質問項目であった。世帯年収で

は富裕層，学歴では大学卒以上，職業では専門＋

管理的職業の父親回答者がより高い割合で肯定的

回答を行う傾向にある。 

母親回答者の場合にも「大学卒業までの学費・

生活費は親が負担するのが当然だ」という「保護

者負担ルール」への肯定度について，短大４大卒

業者のほうが高いという学歴の効果が認められ

る。 

母親回答者で興味深いのは「奨学金やローンで

まかない，本人が就職してから返すべきだ」とい

う「子ども負担ルール」に関する質問項目である。

世帯年収，学歴，職業(専業主婦か否か)のいずれ

も有意差を示し，非富裕層，高卒，専業主婦以外

（なんらかの職を有する者）で肯定的回答割合が

高くなっている。「親が学費を出すが，子どもは就

職してから返すべきだ」については，非富裕層と

高卒の母親回答者で肯定的回答が高くなる傾向に

あるが，学歴項目でのみ有意差が確認されており，

やはり学歴の効果が大きいといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非富裕層
（年収

800万円
未満）

富裕層

(年収

1200万

円以上) 高卒以下 大卒以上 それ以外
専門＋管
理的職業

大学卒業までの学費・
生活費は親が負担する
のが当然だ

68.9 ＜ 84.3 72.5 ＜ 85.5 75.4 ＜ 82.1

非富裕層
（年収

800万円
未満）

富裕層

(年収

1200万

円以上) 高卒以下
短大・4
大卒以上 それ以外 専業主婦

大学卒業までの学費・
生活費は親が負担する
のが当然だ

70.1 75.9 62.8 ＜ 75.6 78.5 79.4

奨学金やローンでまか
ない、本人（子ども）
が就職してから返すべ
きだ 44.3 ＞ 17.1 41.3 ＞ 20.8 34.2 ＞ 23.5

親が学費を出すが、子
どもは就職してから返
すべきだ

32.6 ＞ 23.7 37.7 ＞ 22.6 30.3 31.9

年収 学歴 職業

年収 学歴 職業

太字はカイ二乗検定で有意差が確認でき
た項目(10%水準)

太字はカイ二乗検定で有意差が確認でき
た項目(10%水準)

母親回答者（とてもそう思う＋ややそう思う,%）

図表4．2

父親回答者（とてもそう思う＋ややそう思う,%）

% 度数 % 度数 % 度数

父親回答者 30.4% 48 37.3% 59 32.3% 51 158
母親回答者 31.2% 82 38.0% 100 30.8% 81 263

全体 30.9% 130 37.8% 159 31.4% 132 421

年収800万円未満 年収800～1200万 年収1200万円以上

年収下位1/3 年収中位1/3 年収上位1/3

N
非富裕層 富裕層中間層

N

父親回答者のみ 29.3% 43 70.7% 104 147

母親回答者のみ 42.9% 96 57.1% 128 224

父親学歴（全体） 29.6% 110 70.4% 262 372
母親学歴（全体） 44.7% 164 55.3% 203 367

高校卒業以下

大学卒業以上（父4
大卒以上/母短大4

大卒業以上）

N

父親回答者のみ 60.0% 96 40.0% 64 160

父親(全体) 51.4% 215 48.6% 203 418

N

母親回答者のみ 35.6% 93 64.4% 168 261

母親（全体） 40.1% 169 60.0% 253 422

専門＋管理的職業

専業主婦（母親回答者の
うち「無職」と回答したも

の）

それ以外

それ以外
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4.3 年収か？学歴か？職業か？：「保護者負担ル

ール」（父親）と「子ども負担ルール」（母親）へ

のインパクト要因 

 前半部の分析を通じて，教育費負担ルールにつ

いて父母の意識格差と世帯年収・学歴・職業属性

のインパクトを確認してきた。 

前半部をしめくくるにあたって注目するのは，

父親回答者のうち「学費・生活費は親が負担する

のは当然」と「保護者負担ルール」を支持する場

合に，世帯年収・職業・学歴のいずれがもっとも

大きな影響を及ぼしているのか，という問題であ

る。同様に母親集団についても，「奨学金やローン

でまかない，本人（子どもが返すべき）」という「子

ども負担ルール」を支持する場合に，世帯年収・

職業・学歴のいずれがもっとも影響を与えている

のか，という点に着眼する。 

 

(1)父親の「保護者負担ルール」意識は世帯年収の

インパクト 

この課題を明らかにするために重回帰分析を用

いた。父親回答者の場合には従属変数に「学費・

生活費は親が負担するのは当然」への回答得点を，

独立変数に年収得点8，大卒ダミー，専門＋管理職

ダミーを投入した。その結果，年収得点のみが有

意であり，父親回答者の「保護者負担ルール」へ

の意識には世帯年収がもっとも大きな影響をおよ

ぼしている可能性が示唆された。 

 

 

 

 

 

 

(2)母親の「子ども負担ルール」意識は学歴のイン

パクト 

 同様に母親回答者についても，「奨学金やローン

でまかない子どもが返すべき」への回答得点を従

属変数とし，独立変数として年収得点，高卒以下

ダミー，非専業主婦ダミーを投入した。この結果，

高卒以下ダミーのみが有意となり，母親回答者の

子ども負担ルールに対する意識には，学歴（高卒）

がインパクト要因である可能性が示唆された。 

 

 

 

 

 

 

５．教育費投入意識の分析：因子分析を通じた父

母による教育費負担動機の差異と同一性 

 

さて，ここからは教育費意識に関する質問項目

について，父親回答者または母親回答者の特徴を

確認してゆく。 

 

5.1 教育費意識と年収・学歴・職業 

 まず，保護者の社会的属性(世帯年収・学歴・職

業)についてクロス表分析を行い，カイ二乗検定で

有意差が認められた項目（太字）についてあらわ

した9。（図表5.1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 父親回答者，母親回答者ともに「大学で4年間過

ごすこと自体が人生経験として貴重だ」という質

問項目について，学歴の効果が認められる。すな

わち４大卒以上の父親回答者，短大・４大卒以上

の母親回答者で肯定的回答率がより高くなる。 

 父親回答者についていえば「子どもが望むこと

だから大学に進学させる」が，富裕層，大卒以上，

専門＋管理的職業でより高くなる傾向にある。父

親回答者全体でも９割を超える高い支持を得る質

問項目である。 

簡潔にまとめてしまえば，富裕層・大卒・専門

管理職の父親ほど，子どもの意思を尊重し，子ど

もの成績ではなく大学時代の人生経験も広く評価

するという意味で，ものわかりがよくなる，とい

えよう。 

β値 ｔ値 有意確率

年収得点 0.207 2.276 0.024
父専門管理職ダミー -0.026 -0.284 0.777
父大卒ダミー 0.130 1.401 0.163

調整済R2乗 0.053

F 3.517** (**　5％水準で有意)

β値 ｔ値 有意確率

年収得点 -0.111 -1.480 0.140
母高卒以下ダミー 0.158 2.115 0.036
母非専業主婦ダミー 0.014 0.192 0.848

調整済R2乗 0.037

F 3.574** (**　5％水準で有意)

非富裕層
（年収

800万円
未満）

富裕層

(年収

1200万

円以上) 高卒以下 大卒以上 それ以外
専門＋管
理的職業

子どもが望むことだか
ら大学に進学させる

85.1 ＜ 94.1 83.7 ＜ 91.3 85.7 ＜ 92.7

大学で4年過ごすこと自
体が人生経験として貴
重だ

87.2 88.3

86（と
てもそう
思う

46.5） ＜

89.2(と
てもそう
思う

63.7) 84.1 88.4

非富裕層
（年収

800万円
未満）

富裕層

(年収

1200万

円以上) 高卒以下
短大・4
大卒以上 それ以外 専業主婦

大学で4年過ごすこと自
体が人生経験として貴
重だ 89.1 91.3 86.3 < 96.1 92.1 93.6

本人が勉強してくれな
いと学費が無駄になる

77.8 ＞ 67.6 85.3 ＞ 73.8

78.2
（とても
そう思う
39.4) >

76.1
（とても
そう思う
26.1)

この大学に行けば他の
人からうらやましがられ
る 17.7 17.9 6.6 < 23.3 9.8 < 22.5

図表5．1

父親回答者（とてもそう思う＋ややそう思う,%）

母親回答者（とてもそう思う＋ややそう思う,%）

太字はカイ二乗検定で有意差が確認でき
た項目(10%水準)

年収 学歴 職業

年収 学歴 職業

太字はカイ二乗検定で有意差が確認でき
た項目(10%水準)
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 母親回答者では，「本人（子ども）が勉強してく

れないと学費が無駄になる」で，非富裕層，高卒，

専業主婦以外でより肯定的回答割合が高まる傾向

が確認できる。このように，学費を子どもの大学

での勉学の「対価」ととらえる考え方は，高卒（=

大学経験がない），非富裕層，専業主婦以外に強い。

非富裕層であれば，女性も所得を得る必要性も高

まるので専業主婦ではいづらい。また家計のゆと

りも少ないことから，学費の分を子どもきちんと

勉強してモトをとってほしいと願う気持ちも高ま

ることは想像に難くない。 

また高校までの経験しか持たない母親の場合に

は，大学も高校までのように「勉強」の場ととら

えている可能性が示唆される。大学経験を持つ者

は，勉強以外のサークルや休暇中での経験も，価

値を持つことは分かるが，高卒の母親にはそのこ

とは理解しにくい可能性がある10。 

さて「この大学に行けば他の人からうらやまし

がられる」という質問項目では，短大・４大卒以

上の母親回答者と，専業主婦の母親回答者でより

肯定的回答割合が高くなる傾向が確認できる。偏

差値序列や世間的価値も含め，大学へ通うわが子

に「うらやましがられる」という顕示的価値を見

出すのは，おそらく時間的余裕から「他の人」と

の社交度が高い専業主婦，あるいは自分じしんが

大学経験を持つ母親に多くなることは，首肯でき

る結果であろう。 

 

5.2 保護者教育費意識の因子分析 

 

(1)分析の手続き 

 さて，父母の意識格差と階層データの関連をみ

るだけでは，本稿の目的の半分しか達成されたこ

とにはならない。 

 本稿の後半部の目的は，父親回答者と母親回答

者の間の，教育費投入意識の集団的差異を確認す

ることである。すでに単純集計は図表3.2で確認し

ているので，ここからは因子分析を用いて父親回

答者集団と母親回答者集団の特性について検討し

ていく。 

因子分析をもちいるのは，教育費意識に関する

質問項目に影響を与える潜在変数を明らかにする

ことで，私立大学生保護者の教育費スポンサーと

しての意識や動機にアプローチできると考えたた

めである。分析の手続きは以下の通りである。 

①教育費意識について父親回答者と母親回答者を

併せ全体データを，因子分析に投入する。これは

父親回答者集団と母親回答者集団のグループ間格

差を因子得点へのｔ検定で把握するためである。 

②上記の手続きで得られた因子得点をクラスター

分析で分類する。父親回答者，母親回答者集団，

それぞれのグループ内の教育費投入動機を類型化

して把握するためである。 

 

(2)因子分析のパターン行列 

 この手続きにしたがい，まず保護者教育費負担

意識の質問項目に対し因子分析を行った。（主因子

法，プロマックス回転） 

 教育費意識に関する15の質問項目(図表3.2参照)

のうち，「子どもが望むことだから大学に進学させ

る」は初期の共通性も因子抽出後の共通性も0.2

未満と低く，因子分析の結果も他の質問項目との

関連性が低いことから除外した。 

 この他の14の質問項目について，父親回答者・

母親回答者のデータを同時投入した因子分析を行

った。その結果えられたパターン行列は図表5.2

のとおりである11。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)因子の解釈 

 ここからは，それぞれの因子の解釈を行ってい

く。今回の調査には，教育費に関する自由記述も

ふくまれており，記入率は45.3%と高かった。この

自由記述欄の分析により，保護者の学費負担に関

する意識を質的に分析した濱名篤の論文も手がか

りに因子の解釈を行っていく12。 

 ①第１因子：「就職志向」 

第１因子は「高卒で不満足な就職をするぐらい

なら大学へ行ったほうがいい」，「大学に行かない

と子どもが就職の際に困る」という主に就職に関

する質問項目に関連づく「就職志向」因子と位置

づけられる。 

第1因子 第2因子 第3因子 第4因子

抽出後の負荷量平方和 25.53% 6.84% 4.29% 3.61%

就職志向
関係性志
向

投資感覚
大学経験
重視

高卒で不満足な就職をするぐらいなら大学へ行ったほうがいい 0.878 -0.175 -0.06 0.049

大学に行かないと子どもが就職の際に困る 0.742 -0.042 0.073 -0.036

今時、普通の子ならば大学へ行くのは当たり前だ 0.643 0.163 0.006 0.022

大学に行けないと思われると世間体が悪い 0.496 0.327 -0.035 -0.06

子どもを大学へ行かせるために苦労するのは親の喜びだ
-0.2 0.731 0.101 0.074

子どもを大学に行かせるのは遺産相続の一種のようなものだ
0.085 0.611 -0.135 -0.049

いずれ子どもの世話になるのだから大学の学費ぐらい出すべき
だ 0.118 0.337 0.149 -0.1

この大学を卒業すると子どもの将来の投資になる
-0.012 -0.083 0.735 0.061

この大学に行けば他の人からうらやましがられる
-0.049 0.086 0.589 -0.077

大学進学は、本人に能力があることの証明になる
0.126 0.156 0.366 0.203

大学で4年過ごすこと自体が人生経験として貴重だ
0.103 0.047 -0.037 0.488

大学に行けばそれなりの実力がつく
0.11 -0.041 0.2 0.466

大学へ行っても本人がよく勉強するかどうかはわからない
0.18 0.101 -0.044 -0.39

本人が勉強してくれないと学費が無駄になる 0.058 -0.082 0.407 -0.43

「子どもが望むことだから大学に進学させ
る」は共通性が低いため除外

図表5．2
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濱名論文の分析でも，保護者は「進路決定のた

めの準備期間」として大学をとらえたり，「『資格』

や『就職』といった具体的かつ目に見える，手段

的な学習成果を期待する」意識もある13。大学進

学にあたって，子どもの将来進路や就職のことを

何よりも心配する親心のあらわれ，とでもいえよ

う。 

ほかに第１因子「就職志向」に関連づくのは「今

時，普通の子ならば大学へ行くのは当たり前だ」，

「大学に行けないと思われると世間体が悪い」と

いう質問項目である。４大・短大進学率が50%前

後で推移している現代日本社会において，大学に

行かせないと世間的にも就職のうえでも話になら

ないという一種の横ならび意識も反映していると

考えられる。 

 

②第２因子：「関係性志向」 

 第２因子は「子どもを大学へ行かせるために苦

労するのは親の喜びだ」，「子どもを大学に行かせ

るのは遺産相続の一種のようなものだ」，「いずれ

子どもの世話になるのだから大学の学費ぐらい出

すべきだ」に関連づく。いずれも親子関係を意識

した内容であるために，「関係性志向」因子と位置

づけた。 

 濱名論文において「子どもに大学教育を受けさ

せることは，親が子どもにできる大きな贈与だと

思います」という意見に代表されるように，「消費

(プレゼント)としての教育費支出」と大学学費を

とらえる保護者の存在が指摘されている。しかし

筆者自身の検討によれば，このプレゼントは無償

の純粋贈与ではなく，将来の子どもからの「世話」

や，その前提となる良好な親子関係を暗黙裏に追

究していると考えられるのである14。 

 

③第３因子：「投資感覚」 

 第３因子は，「この大学を卒業すると子どもの将

来の投資になる」，「この大学に行けば他の人から

うらやましがられる」，「大学進学は，本人に能力

があることの証明になる」に関連づく。教育費投

入をすることを，子どもの投資と考える意識は単

純集計でも4割の保護者が支持していた。 

ところで，今回の因子分析で得られた「投資感

覚」因子は，親じしんの顕示的意識と結びつくこ

とを見逃すべきではない。「本人の能力証明」，「他

の人からうらやましがられる」といった世間への

顕示的意識も伴うことから，子どもにとっての投

資だけでなく，親じしんにとっての子どもの付加

価値を教育費投入によって高めようとする意識も

「投資感覚」に含まれるといえる。 

④第４因子：「大学経験重視」 

 第４因子は，「大学で４年過ごすこと自体が人生

経験として貴重だ」，「大学に行けばそれなりの実

力がつく」にプラスの影響を，「大学へ行っても本

人がよく勉強するかどうかはわからない」，「本人

が勉強してくれないと学費が無駄になる」にマイ

ナスの影響を及ぼしている。大学での「勉強」を

重視するというより，大学での様々な「経験」と

子どもの「実力」を結びつけて考える，「大学経験

重視」因子と位置づけた。 

 自由記述欄の分析でも，「経験自体に価値があ

る」「４年間という“貴重な時間”を与える」「“経

験の場（空間）”としての価値」といった大学経験

に価値を見出す記述は多い。またそうした保護者

のなかには「純粋に何を学びに（専門的に）行く

という目的ばかりではなく」，サークルやアルバイ

トまで含めた広い意味での「経験」を重視する立

場をあらわにする者もいる15。第４因子はこうし

た保護者意識を捕捉したものといえる。 

 

(4)因子得点の父母格差：「投資感覚」因子は母親

回答者>父親回答者 

 さて，父親回答者集団と母親回答者集団の間の

因子得点平均をｔ検定で比較したところ，第３因

子「投資感覚」のみ有意に母親回答者＞父親回答

者となる傾向（５%水準）が確認できた。 

そのほかの因子得点は，第２因子「関係性志向」

の因子得点平均が父親回答者＞母親回答者，第１

因子「就職志向」と第４因子「大学経験重視」が

母親回答者＞父親回答者となったが，統計的な有

意差は確認できなかった。 

 母親回答者は，単純集計(図表3.2)でも「この大

学を卒業すると子どもの将来の投資になる」，「大

学進学は，本人に能力があることの証明になる」

について父親回答者より有意に平均点が高かっ

た。因子分析の結果も，この傾向を基本的には支

持している。子どもの教育費投入にあたっての「投

資感覚」は父親回答者より母親回答者のほうに強

いといえよう。 

 

(5)因子得点への年収・学歴・職業の目立ったイン

パクトはない 

 なお，父親回答者集団と母親回答者集団のそれ

ぞれのグループ内で，因子得点と世帯年収・学歴・

職業との関連をｔ検定で確認した。父親回答者の

場合には，世帯年収(1000万円以上/以下，800万円

未満非富裕層/1200万円以上富裕層)，学歴(大卒以
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上/高卒以下)，職業(専門＋管理職/それ以外)によ

って，因子得点平均に有意差は確認できなかった。 

 母親回答者では第４因子「大学経験重視」のみ，

因子得点平均が短大・４大卒＞高卒となる傾向を

確認した。親じしんの大学経験は，子どもの「大

学経験重視」を高進するほうへ作用するが，この

傾向は図表5.1の教育費意識に対するクロス表解

析でも判明しており，とりわけ注目すべき傾向で

はない。第１～第３因子得点平均に対し，世帯年

収，学歴(短大・４大卒以上/高卒以下)，職業(専業

主婦/それ以外)によるｔ検定での有意差は認めら

れない。 

 

5.3 父親回答者のクラスター分析 

 さて，ここからは父親回答者と母親回答者それ

ぞれのグループ内の特性を把握していく。 

 父親集団の因子得点に対しクラスター分析を用

いて，４つのグループに分類を行った16。最終ク

ラスター中心を図表5.3に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 父親集団では有効サンプル151のうち最多の55

サンプルが所属するのが，第３クラスターである。

このクラスターでは「大学経験重視」のみの得点

がプラスになり，その他の因子（就職志向，関係

性志向，投資感覚，大学経験重視）がマイナスと

なるクラスターである。ただしいずれの因子得点

の絶対値もいちじるしく高いわけではない。しい

ていえば，子どもの「大学経験重視」への志向性

がスポンサー意識としてあるが，「就職志向」，「関

係性志向」，「投資感覚」については教育費スポン

サーとしてそれほど高い意識を持たないグループ

といえよう。 

さて，次に42サンプルが所属する第１クラスタ

ーは，「就職志向」「関係性志向」「投資感覚」「大

学経験重視」のすべての因子得点がプラスとなる。

絶対値も１に近く比較的高い。教育費スポンサー

として自覚の高いグループといえよう。 

第２クラスターは，すべての因子得点の符号が

マイナスのグループである。31サンプルが所属し

ている。こうしたスポンサー意識がとりたてて明

確ではないタイプの父親回答者は，スポンサー意

識が低いが，その理由として子どもへの教育費投

入にさいして，積極的な投入理由ではなく子ども

からの恨みをかいたくないなどのリスク回避的な

意識をもっている可能性がある17。 

第４クラスターは，「投資感覚」がゼロに近く，

「大学経験重視」がマイナスであり，「就職志向」

と「関係性志向」の因子得点が絶対値は小さいな

がらもプラスとなる。子どもの「大学経験」とい

う保護者には観察しづらい価値には重点を置か

ず，子どもの「就職志向」や，親子の「関係性志

向」といった親からも目に見える価値には一定の

関心を持つ。ただし「投資感覚」は持たない。親

として直接把握できる就職や，親子関係といった

「見える」成果を求める「可視的成果重視」の保

護者と位置づけられよう。 

 こうしたクラスターに分類できる父親集団であ

るが，全体的な特徴をまとめておこう。最多グル

ープは「大学経験重視」の因子得点のみがプラス

となる第3クラスター，次にすべての因子得点がプ

ラスとなる「スポンサー意識の高い」第１クラス

ターとなる。すべての因子得点がマイナスとなる

第３クラスターには151サンプル中21サンプル

（13.9％）しか所属していない。 

今回の調査でうかびあがるのは，子どもの教育

に無関心な父親像ではない。むしろ私立大学生で

ある子どもの教育費投入に際し，良い経験をして

ほしいという願いをもった父親や，子どもの就職

や良い親子関係といった目に見える成果への意識

を持つ父親など，なんらかのスポンサー意識をも

つ父親が多数派であるといえよう。 

 

5.4 母親回答者のクラスター分析 

 

 

 

 

 

 

 

 母親回答者集団にクラスター分析を行った場合

の最終クラスター中心を図表5.4に示した。 

母親回答者の場合には，有効サンプル246のうち

最多の99サンプルが第１クラスターに分類され

る。「大学経験重視」のみ因子得点がマイナスとな

り，「就職志向」がプラス，「関係性志向」と「投

資感覚」の得点がゼロに近い。すなわち，子ども

の「就職志向」への意識が教育費投入のメインに

あり，子どもの「大学経験」という親の目には直

接見えない価値は重視しない母親回答者が第１ク

 スポンサータイプ 就職志向
関係性志
向

投資感覚
大学経験
重視

所属サン
プル数

第1クラスター スポンサー意識高 0.758 0.796 0.903 0.665 42

第2クラスター スポンサー意識低 -1.171 -1.078 -1.376 -1.061 21

第3クラスター 大学経験重視 -0.479 -0.473 -0.492 0.168 55

第4クラスター 可視的成果重視 0.525 0.480 0.019 -0.556 33

図表5.3 N=151

スポンサータイプ 就職志向
関係性志
向

投資感覚
大学経験
重視

所属サン
プル数

第1クラスター 就職志向 0.246 0.102 0.021 -0.273 99

第2クラスター スポンサー意識低 -1.096 -0.913 -0.905 -0.465 56

第3クラスター スポンサー意識高 1.169 1.059 1.067 0.476 48

第4クラスター 大学経験重視 -0.423 -0.254 0.387 0.783 43

図表5.4 N=246
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ラスターといえる。 

 第２クラスターは，すべての因子得点がマイナ

スとなる。56サンプルがこのクラスターに所属し

ている。父親保護者の場合と同様に，子どもへの

教育費投入にさいして，積極的意識を持たないか，

持ちなくない集団といえる18。 

第３クラスターは48サンプルが所属する，すべ

ての因子得点がプラスとなるグループである。と

りわけ「就職志向」「関係性志向」「投資感覚」の

得点が高い。教育費スポンサーとして自覚度の高

い母親がこのクラスターに所属するといえよう。 

第４クラスターは「大学経験重視」の因子得点

が４クラスター中もっとも高くなる。42サンプル

が所属する「就職志向」「関係性志向」がマイナス

となる。「大学経験重視」の意識がある程度強く，

得点として高くはないが「投資感覚」も持ち合わ

せたタイプである。 

 母親回答者集団全体の特徴としては246サンプ

ル中99サンプル(40.2%)が「就職志向」のある第１

クラスターに所属すること，があげられる。また，

「大学」経験重視の因子得点が比較的高い第４ク

ラスターで「投資感覚」の因子得点が同時にプラ

スとなっている点も特徴的である。 

母親については，濱名の自由記述欄分析でも「対

価意識」の強さがみとめられる。たとえば「せっ

かく高い授業料を納めているので学校側で積極的

に資格をとらせて欲しい」，「充実した時間を過ご

してくれることがその代金数百万円払っている親

の願いです」，「入学金・授業料については，あく

までもそれに見合う内容が受けられることが大

切」などが代表的である19。 

こうした対価意識を前提とした場合に，第１ク

ラスターのように「就職志向」が高まったり，第

４クラスターのように子どもの「大学経験重視」

だけでなく親自身の顕示意識にも関連する「投資

感覚」も併せ持つといった傾向は，母親の資本回

収行動として読み解ける。前者は，教育費投入に

対し子どもの就職やそれにともなう所得という長

期スパンを重視する「長期資本回収」を，後者は

子どもの在学中の経験やわが子自慢といった短期

スパンで大学教育費投入のメリットをとらえる

「短期資本回収型」というように。 

 なお，すべての因子得点がマイナスとなる第２

クラスターには246サンプル中56サンプル(22.8%)

が所属している。一般的には積極的能動的なスポ

ンサー意識をもっているととらえられがちな母親

であるが，今回の回答者集団の場合はかならずし

もそうでない者が一定数存在している。 

5.5 階層とスポンサータイプ 

5.3，5.4で類型化したようなスポンサータイプ

に対し，父母じしんの属性はどの程度インパクト

を与えているのであろうか？ 

カイ２乗検定の結果，父親回答者のクラスター

属性に対し，世帯年収(３分位，非富裕層/富裕層

の２分位)，職業(専門・管理職/それ以外)，学歴(高

卒以下/大卒以上)のいずれもインパクトを与えな

いことが確認できた。このことは，父親の教育費

スポンサーとしての意識が，父親じしんの社会的

属性よりも，他の変数(おそらくは私立大学生であ

る子どもの属性)に影響されている可能性を示唆

する。 

母親回答者については，統計的に有意ではない

が，第４クラスターが非富裕層＞富裕層，第２ク

ラスターが高卒以下＞短大・４大卒以上という傾

向が認められた。なお職業（専業主婦／それ以外）

のインパクトは確認されない。母親回答者のスポ

ンサータイプについて，世帯年収，学歴のインパ

クトが示唆される。第４クラスターの「大学経験

重視」の比較的強い保護者が，非富裕層に比較的

多い理由は，苦労して大学にわが子を通わせてい

る分，子どもが大学で充実した経験を積んでいる

かどうかに関心が高まるためと推測される。また，

第２クラスターに高卒以下の母親が多い理由は，

大学経験を持たない母親の場合，学費だけでも年

間100万円はかかる教育費投入を，どのように位置

づけ消化していけば良いのか，自分自身が大学経

験がないためにとまどっているという仮説も設定

できる20。 

ただし，いずれも統計的に有意ではなく，父親

の場合と同様に，母親じしんの社会的属性がスポ

ンサー類型やスポンサー意識に影響を与える可能

性は低いといえる。母親の教育費投入意識を分析

する場合にも，子ども属性の影響を考える必要が

ある21。 

 

６．分析結果と今後の課題 

 

6.1 教育費負担形態には世帯年収・職業・学歴の

効果 

 本稿の分析をふりかえっていく。本稿のねらい

は，保護者じしんの社会的属性(世帯年収，学歴，

職業)が，教育費負担形態(保護者負担ルール/子ど

も負担ルール)や教育費に関する意識に影響を与

えているかどうかを確認していくことであった。 

 教育費負担形態については，父親回答者，母親

回答者ともに，保護者じしんの属性がインパクト
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を与えていることが判明した。 

 父親回答者では，保護者負担ルールへの支持に

対して，世帯年収が高いほど肯定的に回答すると

いう世帯年収の効果が大きい。また母親回答者で

は，子ども負担ルールについて，高卒以下の母親

で支持度合いが高くなるという学歴の効果が大き

いことが判明した。 

 いっぽうで保護者の教育費投入意識について

は，保護者自身の社会的属性のインパクトがそれ

ほど顕著ではない。 

単純集計の結果からは，父親回答者で，大学進

学にあたって「子どもが望むことだから」と子ど

もの意思を尊重するのは富裕層・大卒以上・専門

＋管理的職業に，大学４年間の「人生経験」とし

ての価値を認めるものが大卒以上に，それぞれ多

いことがあきらかとなった。 

 母親回答者でも大学４年間の「人生経験」とし

ての価値を認めるのは，短大・４大卒以上により

多いことがあきらかとなった。また，「本人が勉強

してくれないと学費が無駄になる」と考える者は，

非富裕層・高卒以下・専業主婦以外に多いことが

あきらかとなった。 

 しかし，父親回答者，母親回答者ともに因子分

析の結果えられた因子得点や，それを基準に類型

化されたスポンサータイプについては，世帯年

収・学歴・職業の顕著な影響は認められない。 

 

6.2 残された課題：子ども属性が教育費意識にあ

たえるインパクト 

保護者じしんの社会的属性が，教育費意識，教

育費投入意識やスポンサー類型に与えるインパク

トが限定されているとすれば，何がインパクトを

与えているのか？ 

 筆者は，子どもじしんの属性であると考えてい

る。これについては子どもの性別，きょうだい数，

居住形態（自宅通学/下宿），子どもの奨学金受給

の有無，大学ランク等の諸変数を含め，別稿の分

析の対象としている22。 

 日本の大学教育費問題は，これまで保護者の教

育費負担の量的な「負担」，あるいは少子化の原因

とも考えられている「負担感」といったものに焦

点があてられがちであった。しかし，高水準の教

育費を負担する日本の大学生保護者がいかなる意

識をもち教育費投入を支えているのか，その心性

の解明はユニバーサル段階に突入しつつある大学

を同時代人として観察する研究者にとっては解明

に値する重要な課題であると思われる。また，そ

うした心性にいかなる要因が影響を与えているの

か，という構造の把握も不可欠である。本稿の分

析はその一端を切り開いたものである。 

 ただしこうした関心からの調査・研究は少なく，

今後のデータ収集も含め充実される必要がある。

筆者自身の課題として取り組んで行きたい。 
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